
（別紙２) （１／４）

一般社団法人　燃料電池普及促進協会　代表理事　殿

１．補助事業の実施計画
（１）補助事業の目的

（イ）目的

（ロ）実施場所

※地図を添付し、施設の位置を明記すること

（２）補助事業の概要

２． 補助事業の具体的な内容
（１） 事業の実施方法

（イ）補助対象事業に係る事項

導入状況No. 設備名称 製造メーカー 型式
数
量

入力
エネルギー

（フリガナ）

施設の所有者

【導入予定の設備仕様】

住　　所
（　　　　－　　　　）
都道府県から記載すること。

最寄り駅 ○○線、○○駅等記載すること。

施設の名称 法人名から記載すること。

平成　　年　　月　　日

平成３０年度燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援事業費補助金
（業務・産業用燃料電池システム導入支援事業）

実施計画書

記

（例）○○株式会社○○工場に、業務・産業用燃料電池を導入することにより、一次エネルギー消
費量を削減する。

例：都市ガス 

「新設」「増設」

「更新」から選
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（ロ） 採点審査に係る事項

（２） 事業実施工程表

発注 ★

工事

検収 ★

完了報告 ★

※上記の表に実施項目を記載し、矢印等で全体の実施スケジュールを示して下さい。
※複数年度事業の場合、工程表をコピーして年度ごとに示して下さい。

３． 実施体制
（１） 事業実施体制

（２） 実施体制図

3

【事業者（従業者名簿）】
所　属 役　職 氏　名 役割分担

9 10 11 12 1 2

③費用対効果　（②÷①(自動計算）） #VALUE! ポイント

実施項目
平成　３０　年度

4 5 6 7 8

【費用対効果】

①補助金申請額
交付規程様式１の

補助金合計額
百万円

②年間省エネルギー量(見込値）
別紙３の

年間省エネルギー量(見込値）
kL/年

複数年度事業の場合は、次年度の補助金申

請額を含めた金額を記載して下さい。 
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４． 補助対象経費の算出根拠
補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
（　　　　年度）

（　　　　年度）

（　合計　）

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

円

交付規程別表１の「補助対象経費の区分および補助率について」の内容欄に記載の費目をも
とに、費用を出来るだけ分かりやすく分解して示してください。また各内容の算定根拠も必要
に応じ添付資料で示してください。

「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味します。なお、
消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。
「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費について、消費
税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。

「補助金の額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補
助対象経費」に補助率（１／３）を乗じた額（１円未満は切捨て）と、交付規程別表１の「補助金
の上限額」のいずれか少ない方をいいます。

円

合計 円 円

円

設備費 円 円

工事費

事業費

設計費 円

円

円

区分 費目
内容

（注１）

補助事業に
要する経費

（注２）

補助対象経費
（注３）

補助金の額
（注４）

円

合計 円 円

円

設備費 円 円

工事費

事業費

設計費 円

円

円

区分 費目
内容

（注１）

補助事業に
要する経費

（注２）

補助対象経費
（注３）

補助金の額
（注４）

円

合計 円 円

円

設備費 円 円

工事費

事業費

設計費 円

円

区分 費目
内容

（注１）

補助事業に
要する経費

（注２）

補助対象経費
（注３）

補助金の額
（注４）

交付規程様式第１（別紙）に記載の数値を記入 
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５． 資金調達計画（補助事業に要する経費）

※金額に消費税は含まないこと。

６． 補助事業者の概要
※各項目について直近決算年度末の数値を補助事業者の単体ベースで記入して下さい。

（作成責任者役職・氏名・印）

※押印については個人印で可。
※申請者が複数の場合、申請者ごとに記載すること。

主な出資者
（出資比率）

印

資本金 従業員数

事業内容

連絡先 ＴＥＬ ＦＡＸ

設立年月日 決算月

社　名

代表者

本社所在地

調達先
補助金

円
自己資金

円
借入金

円
合計（自動計算）

円

0


